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国連機関との関係構築 
Partnership with the United Nations

世界とつながる政策提言活動
Global Policy Recommendation

C20サミットで世界の市民社会団体と連帯
Civil20 Summit in Tokyo, 2019

2019年6月に大阪で開催された主要な先進国と新興国20か
国・地域で構成されるG20サミット。この2019G20大阪サミッ
トに向けて、市民社会やビジネスセクターなど、8つの「エン
ゲージメント・グループ」（Engagement Group）がそれぞれ
「サミット」を開催し、開催国の首脳と対話することが行われ
ています。そのうち、市民社会を統括するC20サミットは、
2013年のロシアでのG20サミット時に始まり、それ以降、毎
年、議長国の首脳との対話が行われています。

SDGsジャパンは（特活）国際協力NGOセンターと共同事務
局を運営、理事（当時）の稲場雅紀がC20シェルパとして4月
21-23日に都内で開催されたC20サミットの運営を担いまし
た。
4月18日には、G20開催国である日本、翌年の開催国サウジ
アラビア、前年の開催国アルゼンチンの市民社会代表10名
が、総理官邸を訪問し、安倍晋三・内閣総理大臣に世界の市
民社会の政策提言書を手渡しました。同提言書は世界30ヶ
国以上、400人以上がオンライン上での議論に参加してつく
られました。
6月29日には、2019G20 大阪サミットの首脳宣言を受けて緊
急声明「待ったなし：G20 は約束を実行に移すべき」を発信、
世界を持続可能で公正・平和な空間に変革することをG20
サミット首脳へ求めました。
C20サミットHP：http://www.civil-20.jp （HPから提言書などはダウンロード可能です）

アジアのネットワーク
Network with Asian CSOs

アジアの市民社会団体として、SDGsジャパンでは、これまで
アジア地域における国際会議に参加、各国のSDGsの進捗状
況や課題を共有しています。会議以外でも、2019年9月には
国際開発学会社会連携委員会が主催したバングラデシュの

市民のSDGs推進ネットワークであるCitizen’s Platform for 
SDGsの議長デバプリオ・バタチャリア氏による講演会にも
運営で協力するなど、積極的なネットワークの構築に努めて
います。

SDGsジャパンは、2000年に国連加盟国・地域が同意して生まれ
たミレニアム開発目標（MDGs）が掲げる貧困削減を目的に生ま
れた国際的なネットワーク「GCAP（貧困をなくすために活動す
る世界最大のNGO連合体）」の日本の窓口であるキャンペーン「
動く→動かす」をその前身としています。

国境を越えて貧困や気候変動、経済格差、感染症、移民・難民な
どの世界的課題が広がりを見せる現在、国際的な市民社会団体
の連帯と、「誰一人取り残さない」ための活動が求められていま
す。

SDGsジャパンでは、これまで日本の市民社会の窓口として、国連
機関との連携強化を推進してきました。駐日事務所との意見交換
の他、関連機関の要人との対話の機会などにおいて、SDGsジャパ
ンはその窓口として活動しています。
また、毎年9月に開催される国連総会にはSDGsジャパンメンバー
が参加、サイドイベントの開催などを実施しています。
   
【SDGsジャパンがコーディネートした市民社会との対話】
◇ 2017年10月2日 アミーナ・モハメッド国連副事務総長と日本の
市民社会有志との対話集会（於：帝国ホテル）
◇ 2017年12月14日 アントニオ・グテーレス国連事務総長と日本
市民社会の対話（於：日本女子会館）

ハイレベル政治フォーラム（HLPF）への参加 
High Level Political Forum (HLPF)

HLPFとは、2015年に国連で採択された「持続可能な開発のため
の2030アジェンダ」とSDGsのレビューとフォローアップを行う場
です。各国が、自国のSDGsの進捗状況を報告する「自発的国別
レビュー（VNRs）」が提出され、SDGsを目標ごとにレビューを行
います。HLPFは毎年国連経済社会理事会の下で閣僚級会合とし
て開催されますが、4年に一度、国連総会の下で首脳級会合が
開催されます。日本は2017年年７月21日、岸田文雄・外務大臣
がHLPF閣僚会議に出席、SDGsの進捗状況を国連に報告する
VNRが行われました。
SDGsジャパンでは、他団体と共同で、「誰一人取り残さない、多
様性と包摂性のある社会を実体を伴った形で実現しよう！～日
本政府による自発的国別レビュー（VNR）に対する市民社会の見

解～」を発表しました（共同声明団体：（一社）環境パートナーシ
ップ会議／（特活）国際協力センター／（公財）セーブ・ザ・チル
ドレン・ジャパン／（特活）ワールド・ビジョン・ジャパン／（一財）
CSOネットワーク）。
さらに、HLPFに向けた市民社会の独立評価レポート「ハイレベ
ル政治フォーラムに向けた日本市民社会レポート」（日本語・英
語）を作成、市民社会から見た日本のSDGs進捗の評価を取りま
とめました（レポートはHPでダウンロード可能です）。
また、HLPF会合にはSDGsジャパンからスタッフが毎年参加し、
国際ネットワークの構築に努めています。

写真上：アミーナ・モハメッド
国連副事務総長との集会
写真下：アントニオ・グテーレス
国連事務総長との対話

【参加している主な会議】
◇ 持続可能な開発に関するアジア太平洋フォーラム（APFSD）
     国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）が毎年開催     
     する国際会議で、HLPFに向けて、アジア太平洋地域のSDGs
     の取り組み状況を把握することを目的に開催。
     SDGsジャパンも議論に参加しています。

◇ 北東アジア・SDGsマルチステークホルダー・フォーラム
     2019年に開催された第3回会合に参加、参加した他国と共
     に市民社会からの声明文を作成、発表しました。

2019年C20サミットでは、世界40カ国
からのべ800名が参加し、 20のセッ 
ションに160名以上が登壇しました。
事前の安倍首相への提言提出やその
発信、またG20サミット本番に向けた
様々な困難を乗り越え、G20サミット
のメディアセンターで提言活動を行え

たことも、市民社会組織の知恵と力の結集
だったと思います。その中で中心的な役割
を果たしてくださったC20シェルパの稲場
さんとSDGsジャパンの皆さんに、心より感
謝申し上げます。お疲れ様でした！

2019年C20共同議長 （ACE 代表）岩附由香

C20共同議長からメッセージ 
Message from Chair of 2019 C20 Summit 

2016年伊勢志摩G7サミットに参加 
2016 Ise-Shima G7 Summit

2016年5月に伊勢志摩で開催された先進7か国首脳サミット （G7サミット）
には、市民社会団体のブースが設置され、世界各国の市民社会メンバーが
集まり、サミットの議題について、その議論を監視し、評価を行いました。
SDGsジャパンは、参加団体の取りまとめ役として参加、17のゴールを示した
「17人18脚」のパフォーマンスや、記者会見での評価など行いました。

写真左から2人目



事業ユニットの活動 
Thematic units to work specifically on different SDG agenda
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環境ユニット
Environment

広報ユニット
PR/Communication

広報ユニットは、SDGsに関する普及啓発活動のほか、事業
ユニットやSDGsジャパンの活動の広報活動を行うこと、ま
た会員団体の広報スタッフでのSDGsをそれぞれの団体でど
う活用できるのか、情報共有することを目的に設立されまし
た。
参加団体の広報スタッフや普及啓発に関わる民間企業の方
なども参加した意見交換会や、2018年には新聞社の方を講
師にした勉強会などを開催しています。

広報ユニットの特徴のひとつは、ほかのユニットと異なり、
テーマを特に設けずに広く広報・普及啓発活動全般にわた
る活動をしたことです。
こうした活動は、ユニットの枠を超えていることも多いことか
ら、広報ユニットは2020年度以降はユニットの形式を取らず
に、事務局の下で「広報チーム」として再編成され、活動を実
施する予定です。

環境ユニットでは、主に気候変動や生物多様性、循環型社会に
関する政策について、省庁や関連NGOとの政策対話の場づくり
や、各地で行われる学習会への開催・協力を行ってきました。
SDGsジャパンの開催する政府や国会議員との会合においては、
環境分野についての情報提供、意見交換を行いました。
2016年度には伊勢志摩サミット環境大臣会合に合わせて富山
市で開催された「環境市民フォーラム」や、四日市市での「市民
の伊勢志摩サミット」の開催に協力しました。
2018年度には日本環境教育学会が編集・発行した『事典 持続可
能な社会と教育』の環境・エネルギー分野について原稿執筆を
担当しました。

2019年のC20では環境分野のワーキンググループのコーディネ
ートを行い、2月の準備会合では関連省庁との意見交換会に出
席しました。
また、ユニット幹事を務める環境パートナーシップ会議では、各
地でのSDGsに関する講演活動において、環境問題とSDGsの関
わりやパートナーシップについて普及啓発を行いました。

SDGsジャパンでは、SDGsの達成のために、政策提言や行動、
SDGsの啓発・普及、SDGsに取り組む民間企業や研究機関、国際
機関、政府などとの連携の強化や提案・助言、SDGs達成のため
の調査研究などに取り組みます。特に政策提言活動では、保健、

教育、貧困・格差などの課題や、地域、コミュニティの問題などを
テーマに、複数の団体で取り組む「事業ユニット」制度を採用、現
在テーマごとに12のユニットが設立され、よりSDGsの課題を深
堀りすることを目指します。

写真左：市民の伊勢志摩サミットでの展示／写真右: サステナビリティ円卓会議の様子

教育ユニット
Education

教育ユニットは、SDG4（教育目標）の国内課題の幹事を開発教
育協会（DEAR）が、国際課題の幹事を教育協力NGOネットワー
ク(JNNE)が務めました。
国内課題については、外国籍の子どもの学習権の保障、中学校
を実質的に修了していない成人や在住外国人成人のための学
習機会の保障、教育予算の増加、教員の労働条件の改善、安全
で包摂的、効果的な学習環境の保障の5点を提言してきました。
国際課題については、日本の基礎教育援助の改善、途上国の教
育システム改善のための「教育のためのグローバルパートナー
シップ」(GPE)および緊急時の教育援助機関である「教育を後回
しにできない」(ECW)への拠出金の増額を提言してきました。

「ハイレベル政治フォーラムに向けた日本市民社会レポート」の
SDG4 についての章を執筆しました。G20サミットでは、C20の教
育作業部会の世話人を務め、教育財政についてのセッションを
開きました。

国際保健ユニット 
Global Health

保健ユニットは、政府（外務省）の国際保健部局と２か月に1回、
公式の政策対話を行っている「GII/IDI懇談会 NGO連絡会」が取
りまとめを行っています。
SDGsジャパン発足以降は、「GII/IDI懇談会」で政府との対話を定
期的に持ち、SDGゴール３（保健）の中でも重要な、「誰でも必要
な保健・医療サービスをお金の心配をすることなく受けられる」
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の推進を求めてきまし
た。2017年に東京で開催された初の「UHCフォーラム」では、参
加した世界各国のNGO代表とともに政策提言書の作成や、UHC
達成機運を盛り上げるパブリック・イベントの開催をしました。
2018年の国連結核ハイレベル会合、2019年のUHCハイレベル
会合に参加し、サイドイベントなども開催したほか、2020年に発
生した新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に関して、保健分

野NGOの提言をまとめ、政府に提出しました。これらの提言によ
り、保健分野での日本政府の国内・海外の市民社会との連携・協
力も拡大しています。

国内貧困・格差ユニット（準備中）
Poverty in Japan [Provisional]

SDGsは日本を含むすべての国や地域が、実現しているかど
うか、評価の対象となります。
現在、日本では貧困が深刻化しつつあります。貧困は、経済
的な要因や社会の仕組みの変化、地域ごとに異なる要因な
ど、さまざまな課題が絡み合っています。

SDGsジャパンでは、国内貧困ユニットを今後設立させるこ
とで、これらの国内課題をより包括的に考える予定です。

ジェンダーユニット
Gender

ジェンダーユニットは、2016年発足以降、ジョイセフとJAWW    
（日本女性監視機構）が共同で幹事をつとめ、SDGsに関するジ
ェンダー平等達成を目標に活動を進めています。
メーリングリストを中心とした情報共有や、勉強会の開催、意見
交換、提言の提出を行いながら、発足当初は約30人のメンバー
から2020年3月時点で、200人まで拡大しました。
ジェンダー平等に関する議論や、知識を深めるために、様々な
切り口からの勉強会をこれまでに8回開催し、ユニットとしての
定期的な活動を続けているほか、2016年、2019年の2回の
SDGs実施指針に関するパブリックコメントの際には、ジェンダ
ーユニットのメンバーが大きな声を上げ、ジェンダー平等に関
する記述が増えるなど、大きな成果もあげました。

開催日 イベント名 参加人数 主催/共催

2016/10/19 60人            単独主催SDGs実施におけるジェンダー
平等推進の対話フォーラム

50人            単独主催2017/9/4 2017/9/4 SDGsに書かれな
かったLGBTの権利

100人    単独主催2018/5/22 本当の「女性活躍」とは？ 
G7の主要課題となった
ジェンダー平等

150人        共催2018/12/6 G20、女性活躍、そしてSDGs
ゴール5へ～ジェンダー・
ギャップを解消するために～

30人       主催2018/12/21 メディア勉強会 「2018 年
ジェンダー・ギャップ指数
 110 位」を受けて

50人  呼びかけ人第1回グローバル・トレンド・
ジェンダ ー・ダイアローグ

2019/2/26

50人  呼びかけ人第2回グローバル・トレンド・
ジェンダ ー・ダイアローグ

2019/8/2 

80人       共催 ジェンダー平等、飛躍の
2020年 G7、G20から
北京＋25を通じた
SDGsの実現

2019/12/5

ジェンダーユニット主催イベント一覧

UHCフォーラムにて

2019年G20サミットの様子









理事会・会議一覧
Board Meetings, Steering Meetings
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総会 
General Assembly

一般社団法人では、正会員の出席で成立する総会は、役員の選
任及び解任や定款変更などを行う、最高意思決定機関です。
SDGsジャパンでは毎年総会が開催されるほか、定款変更など
必要と定められる場合に総会を開催しています。

理事会
Board Meeting

SDGsジャパンでは、代表理事が招集を決定して年に数回、理事
会が開催されます。理事会では、定款に基づき、活動計画および
予算に則り業務執行が行われているか、状況の確認・監督のほ
か、必要に応じた規約改正やその他団体運営に関わる事柄を審
議します。

事業統括会議
Steering Meeting

SDGsジャパンの政策提言活動の中枢を担うのが、事業ユニットの
幹事団体によって運営される事業統括会議です。毎月1回程度開
催される会合では、各ユニットの運営状況の共有や政策提言活動
に関わる事柄を、事業統括会議進行役によって調整、議論が行わ
れています。
SDGsジャパンで行われるボトムアップ・アクションプランや声明文
の作成などは、この事業統括会議参加メンバーを中心に実施され
ています。

総会開催一覧
◇ 2017年7月31日 第1回定時社員総会（於：東京ウィメンズプラザ）
◇ 2018年7月28日 第2回定時社員総会（於：ハロー貸会議室浜松町北口駅）
◇ 2019年７月26日 第3回定時社員総会於：浅草橋ヒューリック カンファレンス）
◇ 2020年1月20日 臨時総会（於：山京ビル本館204会議室 ）
      ＊住所変更に伴う定款変更の承認

理事会開催一覧
第2期（2017年7月29日～2019年7月26日）  
◇ 第1回 2017年7月31日（於：東京ウィメンズプラザ）
◇ 第2回 2017年9月12日（於：CSOネットワーク会議室）
◇ 第3回 2017年12月26日（於：日本NPOセンター会議室）
◇ 第4回 2018年3月1日（於：日本NPOセンター会議室）
◇ 第5回 2018年6月21日（於：日本NPOセンター会議室）
◇ 第6回 2018年10月16日（於：東京ウィメンズプラザ）
◇ 第7回 2018年12月27日（於：日本NPOセンター会議室）
◇ 第8回 2019年3月29日（於：日本NPOセンター会議室）
◇ 第9回 2019年5月21日（於：東京ウィメンズプラザ）
第3期（2019年7月26日～）  
◇ 第1回 2019年7月26日（於：ヒューリックホール会議室）
◇ 第2回 2019年9月27日（於：日本NPOセンター会議室）
◇ 第3回 2019年12月18日（於：山京ビル本館204会議室）
◇ 第4回 2020年3月19日（於：山京ビル本館204会議室）
◇ 第5回 2020年3月19日 （於：山京ビル本館204会議室 ）

理事会は、団体の規約に基づき、
ダイバーシティに配慮した構成となっています。

メディア掲載
Media Coverage

2017年の設立以来、SDGsジャパンにはSDGsに関する
メディアの皆様からのお問い合わせ・取材を数多く受けました。

2017年
1月21日  聖教新聞「SDGsって何？～持続可能な開発目標～」（紙面）

1月27日  The Japan Times「No One Left Behind: Japan and Sustainable Development Goals」（紙面）
6月14日  SDGsTVウェブサイト「SDGsを市民が「自分ごと化」するために何が必要か？」（オンライン）

7月20日  生協流通新聞「「SDGs」の実現へ 市民団体と”新たな同盟”を」（紙面）
11月24日  北海島新聞夕刊「持続可能な開発目標 市民が参加し学習会」（紙面）

2018年
1月   『自治研究』1月号「「誰ひとり取り残さない」世界の実現に向けて」（執筆：新田 英理子）

6月  Think the Earth『未来を変える目標 SDGsアイデアブック』 「つづく世界、つづく日本へ」（執筆：稲場 雅紀）
7月 特設サイト「EduTown SDGs（協賛・協力：積水化学、原稿作成・協力：日経BP）」で企画協力 

8月  ぎょうせい『月刊ガバナンス』8月号「「誰一人取り残さない」社会をどう実現するか ー NPO・NGPの視点から」（執筆：新田英理子）
9月  ヒューライツ大阪『国際人権ひろば』9月号 SDGs市民社会ネットワークのめざすもの

9月25日  埼玉新聞「埼玉ビジネスネットワーク 『激変する世界の未来「成長」のあり方問う』講演録再掲」（講演：新田英理子）
11月  朝日新聞『SDGs Action! ②』 「市民が参加するSDGsが社会課題に新たな視点を与える」（インタビュー：黒田かをり）

11月22日 『週刊仏教タイムズ』「特別シンポ「仏教XSDGs」女性が創るお寺を議論」（登壇者：長島美紀）
12月 日経BP『ecomom』冬号「親子で学ぶSDGs」（執筆：長島美紀）

2019年
1月28日  佐賀新聞1面 「SDGs世界標準に佐賀市シンポで実践例報告 基調講演」（黒田かをり）
2月  『第三文明』３月号「身近なところから社会の課題に目を向ける」（インタビュー：長島美紀）

3月11日  『日経SDGsフォーラム』 「特別シンポジウム  震災復興から持続可能な社会づくりへ」（パネリスト：黒田かをり）
4月  家の光協会 『月刊 家の光』5月号より連載開始「わたしたちの暮らしとSDGs」（執筆：新田英理子）

4月 PHP研究所『月刊 THE21 』4月号 「ビジネスパーソンなら知っておきたい「SDGs」の基礎知識」（インタビュー：長島美紀）
5月30日  朝日新聞「SDGsコラム 協働・連携 原点忘れずに」（執筆：黒田かをり）

5月  東京書籍『EduTown SDGs』内容面での協力
6月  労働調査協議会 『労働調査』「SDGsと労働の課題」（執筆：稲場雅紀）

7月25日  ふぇみん婦人民主新聞 ふぇみん「SDGsって、ご存知ですか？」（インタビュー：新田英理子）
9月13日  聖教新聞インタビュー掲載（インタビュー：長島美紀）

10月号 日本文化厚生農業協同組合連合会『文化連情報』「SDGsと日本での取り組み（上）SDGs誕生の軌跡」（インタビュー：稲場雅紀）
11月号 日本文化厚生農業協同組合連合会『文化連情報』「SDGsと日本での取り組み（下）日本におけるSDGsの現状」（インタビュー：稲場雅紀）

12月 連合東京「30周年記念メッセージ 誰一人取り残さない。立場を超え、本気で実現（インタビュー・動画：新田英理子）
http://www.rengo-tokyo.gr.jp/html/30th/interview02.html

10月  インプレスR&D『SDGs白書2019』「NPO・NGOのSDGsへの取り組み」（執筆：新田英理子） 
11月11日  上毛新聞「市民社会の SDGs普及・啓発に尽力するSDGsジャパンの役割～SDGs市民社会ネットワークが伝えるSDGsの本質と課題～」

11月16日  全国社会福祉法人経営者協議会『会報 経営協』12月号 「全世界視点から「誰一人取り残さない」を考える」（執筆：新田英理子）

2020年（～3月末まで）
1月  大正大学機関紙 『OHDAI』VOL.106「特集みんなのSDGs」（座談会：新田英理子）

1月  復興庁『「新しい東北」事例集～地域課題解決に向けた挑戦 』「「新しい東北」とSDGs」（インタビューと事例監修：新田英理子）
2月 『第3文明 3月号』「創価学会学生部主催シンポジウム～若者が考えるSDGs推進の道筋」（講演：稲場雅紀）

2月  復興庁『岩手・宮城・福島の産業復興事例集30』「SDGs2020年の東北を目指して」（インタビューと事例監修：新田英理子
2月3日  大阪ボランティア協会機関紙『Volo』2・3月号 「SDGs政策を知ろう！政府の指針改定と市民社会の提言活動」（協力）

3月  Yahoo! JAPAN CREATORS Program「DOCS for SDG」（協力）

理事会の運営に関する内規第6条第1項
社員総会によって選任される理事会の構成について、
理事会は、SDGs の多様性を反映するため、以下の目
標を定める。
同目標のうち、（１）（２）については、SDGS ジャパン発
足後２年以内に達成することを目指すものとする。
（１）ユースおよび障害者の理事が理事会構成人数の
５％以上となることをめざす。
（２）特定の性別に属する理事が理事全体の60％を越
えないようにすることをめざす。
（３）環境課題、開発課題、国内課題を代表する理事の
割合は、それぞれ、理事会構成人数の10％以上となる
ようにする。
（４）特定の課題を代表する理事の割合が、理事会構
成人数の 50％を超えないようにする。

このデザインはFreepik.comのリソースを使用しました。
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2017年度（2017.4－2018.3） 

2018年度（2018.4－2019.3）

団体概要
Organization Overview

■   正式名称： 一般社団法人SDGs市民社会ネットワーク
■   英語名： Japan Civil Society Network on SDGs
■   設立： 2016年４月22日    
■   法人格取得： 2017年2月27日
■   所在地 ： 設立～2019年10月     〒110-0015   東京都台東区東上野1-20-6  丸幸ビル3Ｆ（特活）アフリカ日本協議会内
  2019年10月～現在     〒102-0072   東京都千代田区飯田橋1-7-10  山京ビル本館604
■   電話番号： 03-5357-1773
■   Fax番号： 03-5357-1774
■   E-mail： office@sdgs-japan.net
■   代表理事： 2017年2月27日～2017年7月31日（法人格取得後）     稲場 雅紀
  2017年7月31日～2019年7月26日　　　　　　　　 黒田 かをり
  2019年7月26日～現在　　　　　　　　　　　　　大橋 正明、三輪 敦子
■   会員概要：

2019年度（2019.4－2020.3）

役員一覧 （50音順、肩書は2020年4月現在）
Board Members  (as of April 2020)
■   代表理事：      大橋 正明 聖心女子大学教授、同グローバル共生研究所所長
       三輪 敦子 （一財）アジア・太平洋人権情報センター（ヒューライツ大阪）所長
■   業務執行理事：  今田 克司 （一財）CSOネットワーク  代表理事
       長島 美紀 （特活）Malaria No More Japan  理事
       星野 智子 （一社）環境パートナーシップ会議  副代表理事
■   理事：      石原 達也 （特活）岡山NPOセンター  代表理事
       大谷 美紀子 大谷＆パートナーズ法律事務所  弁護士
       大久保 勝仁 持続可能な社会に向けたジャパンユースプラットフォーム  参画部統括
       中西 由起子 （特活）ディーピーアイ日本会議  副議長
       新田 英理子 （一社）SDGs市民社会ネットワーク  事務局長
       二村 睦子 日本生活協同組合連合会 執行役員  組織推進本部長
■   監事：      浅見 哲 税理士、麹町納税貯蓄組合連合会  会長
       田中 徹二  グローバル連帯税フォーラム  代表理事

顧問 （2019年7月26日～）
Advisors (as of April 2020)
稲場 雅紀（政策担当）  
黒田 かをり

事業統括会議進行役
Conveners of thematic units 

■ 設立時～2017年度：
        大野 容子、柴田 哲子、堀江 由美子、稲場 雅紀（事務局兼任）
■ 2018年度～2019年度：
        大野 容子、堀江 由美子、上田 英司、遠藤 理紗、JYPSから1名、
        稲場 雅紀（事務局兼任）

その他 25円

寄付金
2,616,935円

助成金
8,708,565円

事業収入
2,839,684円

会費
1,663,000円

管理費
2,920,765円

広報・キャンペーン事業
7,925,374円

政策提言事業
2,598,969円

その他 50円受託収入
432,000円

寄付金
7,400,600円

助成金
7,400,600円

事業収入
5,193,424円

会費 
1,839,000円

管理費
2,161,815円

出版・講師
派遣事業
1,853,582円

広報・
キャンペーン

事業
3,974,916円

政策提言事業
7,246,756円

収入合計 26,546,800 円

収入合計 15,828,209 円 支出合計13,44,5108 円

支出合計15,237,069 円

収入合計 38,815,348 円 支出合計 31,489,105 円

その他
216円受託収入

1,545,322円

寄付金
9,943,475円

助成金
13,396,438円

事業収入
11,929,897円

会費
2,000,000円

管理費
11,501,642円

調査研究事業
193,010円

出版・講師派遣事業
6,549,054円

広報・
キャンペーン
事業
6,620,135円

政策提言事業
6,625,264円

2017年度
2018年度
2019年度

合計正会員 ネットワーク
会員 情報会員 企業会員 団体会員*

* 協同組合、労働組合、宗教団体、研究機関、学会等

51団体
66団体
74団体

3団体
3団体
3団体

19団体
34団体
33団体

0団体
3団体
8団体

3団体
4団体
6団体

76団体
110団体
124団体

事務局
Secretariat

■ 2016年～2018年:
        有給専従スタッフ1名、有給非専従スタッフ2～3名、
        他組織からの派遣1名
■ 2019年度：
       ・ 事務局長：新田 英理子（2019年4月～）有期雇用契約
       ・ アドボカシースタッフ：久保田 将樹（2019年7月22日～）有期雇用契約
       ・ 広報アドバイザー：長島 美紀（2017年～）業務委託契約
       ・ 総務・労務・会計：嶌 佳代子（2019年4月～）業務委託契約
       ・ 事務局アルバイト：唐木 まりも
          （2018年6月19日～2019年５月31日）アルバイト契約
       ・ 2019G20サミット市民社会プラットフォーム共同アシスタン
          ト・ディレクター：山口 和美（2019年1月8日～7月31日） 業務委託契約　
       ・ 事務局政策提言アドバイザー：前川 龍太
          （2019年5月7日～7月31日）業務委託契約　


